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一般財団法人 大蔵財務協会

編集部 �０３（３８２９）４１４４

販売部 　０３（３８２９）４１４３

☆７６３８４２５

　国税庁は４日、飲食料品に係

る２年間の消費税率引下げに関

するオンライン説明会を開催す

ることを発表した。同日に説明

会のサイトが開設されている。

　開催日時は同日時点で、�月

�日の�時と�時、�月�日の

�時と�時の計４回で、各回と

も�分程度となっている。同サ

イトで申し込みを受け付けてお

り、定員は各日程で先着２００人。

参加費は無料、誰でも参加可能

となっている。なお、説明会はＺ

ｏｏｍを使用して配信される。

　また、免税事業者向けの説明

会も開催予定となっている。

　

政

府

税

制

調

査

会

（

翁

百

合

会

長

）

は

４

日

、

財

務

省

内

で

第

６

回

の

経

済

社

会

の

デ

ジ

タ

ル

化

へ

の

対

応

と

納

税

環

境

整

備

に

関

す

る

専

門

家

会

合

を

開

き

、

前

回

の

会

合

（

�

月

�

日

号

１

面

参

照

）

を

踏

ま

え

た

、

租

税

回

避

等

へ

の

対

応

に

お

け

る

検

討

の

方

向

性

（

案

）

、

Ａ

Ｌ

Ｌ

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

推

進

に

向

け

た

今

後

の

取

組

方

針

な

ど

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

租

税

回

避

等

へ

の

対

応

で

は

、

業

務

独

占

の

対

象

と

な

る

税

理

士

行

為

の

範

囲

の

明

確

化

な

ど

を

検

討

課

題

と

し

て

挙

げ

て

い

る

。

主 な 記 事

国税庁が課税部長会議を開催 ２面

秋の叙勲、税務関係は�人が受章 ３面

国税庁の幹部に聞く

藤﨑審議官（酒税等担当） ４面

　

会

合

で

は

、

租

税

回

避

は

課

税

の

公

平

性

や

税

に

対

す

る

国

民

の

信

頼

を

損

な

う

も

の

で

、

そ

れ

を

取

り

締

ま

る

た

め

の

コ

ス

ト

な

ど

、

社

会

的

な

損

失

も

も

た

ら

し

て

い

る

と

の

問

題

意

識

が

提

起

さ

れ

た

。

ま

た

、

租

税

回

避

を

指

南

す

る

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

の

存

在

に

よ

り

、

そ

の

利

用

が

拡

大

し

て

い

る

と

み

ら

れ

る

こ

と

も

明

ら

か

と

な

り

、

前

回

の

会

合

で

は

そ

の

事

例

が

紹

介

さ

れ

て

い

る

。

こ

う

し

た

状

況

は

、

中

長

期

的

に

納

税

意

識

に

影

響

を

及

ぼ

す

こ

と

が

懸

念

さ

れ

る

と

し

て

、

今

後

、

租

税

回

避

問

題

に

係

る

基

本

的

な

考

え

方

に

つ

い

て

、

共

通

理

解

の

形

成

に

努

め

つ

つ

、

租

税

回

避

の

把

握

や

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

（

指

南

役

）

に

係

る

規

制

等

の

制

度

面

・

執

行

の

対

応

に

つ

い

て

、

速

や

か

に

、

具

体

的

な

検

討

を

進

め

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

こ

の

点

、

具

体

的

な

検

討

課

題

と

し

て

当

局

か

ら

は

、

①

業

務

独

占

の

対

象

と

な

る

税

理

士

行

為

の

範

囲

の

明

確

化

、

②

税

理

士

や

金

融

機

関

等

の

タ

ッ

ク

ス

・

プ

ラ

ン

ニ

ン

グ

に

関

す

る

行

動

規

範

、

③

租

税

回

避

行

為

に

対

す

る

国

税

当

局

の

注

意

喚

起

や

、

当

局

が

問

題

視

し

て

い

る

ス

キ

ー

ム

の

公

表

な

ど

、

国

税

当

局

に

よ

る

租

税

回

避

に

関

す

る

情

報

発

信

の

強

化

、

④

税

務

当

局

が

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

や

そ

の

利

用

者

を

早

期

か

つ

網

羅

的

に

把

握

す

る

仕

組

み

（

義

務

的

開

示

制

度

な

ど

）

の

整

備

、

⑤

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

の

組

成

・

販

売

等

を

行

う

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

（

指

南

役

）

に

対

す

る

規

制

・

ペ

ナ

ル

テ

ィ

（

上

記

の

開

示

制

度

な

ど

に

関

連

し

た

義

務

を

含

む

）

な

ど

が

示

さ

れ

、

出

席

し

た

委

員

か

ら

は

賛

同

す

る

意

見

が

出

さ

れ

た

。

　

こ

の

う

ち

の

タ

ッ

ク

ス

・

プ

ラ

ン

ニ

ン

グ

に

関

し

て

は

、

「

会

員

は

、

特

定

の

タ

ッ

ク

ス

・

プ

ラ

ン

ニ

ン

グ

を

制

限

ま

た

は

禁

止

す

る

法

令

等

（

租

税

回

避

否

認

規

定

と

呼

ば

れ

る

場

合

が

あ

る

法

令

等

を

含

む

）

が

制

定

さ

れ

て

い

る

場

合

、

タ

ッ

ク

ス

・

プ

ラ

ン

ニ

ン

グ

業

務

を

提

供

す

る

際

に

、

こ

れ

ら

の

法

令

等

を

理

解

し

、

依

頼

人

が

そ

れ

ら

を

遵

守

す

る

よ

う

助

言

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

」

と

の

日

本

公

認

会

計

士

協

会

「

倫

理

規

則

」

が

紹

介

さ

れ

た

。

　

一

方

、

Ａ

Ｌ

Ｌ

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

関

し

て

は

（

同

１

面

参

照

）

、

中

小

企

業

や

税

理

士

関

与

の

な

い

法

人

は

、

Ａ

Ｌ

Ｌ

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

普

及

が

進

ん

で

お

ら

ず

、

財

務

諸

表

デ

ー

タ

の

送

信

に

当

た

り

、

会

計

ソ

フ

ト

と

税

務

（

申

告

）

ソ

フ

ト

の

互

換

性

の

問

題

を

ク

リ

ア

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

そ

こ

で

、

今

年

�

月

を

目

途

に

、

ソ

フ

ト

の

互

換

性

の

問

題

に

よ

り

、

Ａ

Ｌ

Ｌ

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

が

実

現

し

て

い

な

い

法

人

向

け

に

、

会

計

ソ

フ

ト

等

か

ら

出

力

さ

れ

た

財

務

諸

表

デ

ー

タ

に

つ

い

て

、

同

デ

ー

タ

の

内

容

を

コ

ピ

ー

＆

ペ

ー

ス

ト

し

、

そ

の

後

は

、

簡

単

な

ボ

タ

ン

操

作

に

よ

り

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

提

出

用

の

Ｃ

Ｓ

Ｖ

デ

ー

タ

を

自

動

作

成

で

き

る

「

簡

易

版

Ｃ

Ｓ

Ｖ

標

準

フ

ォ

ー

ム

」

を

作

成

・

公

開

す

る

こ

と

が

国

税

庁

か

ら

報

告

さ

れ

た

。

　

今

後

、

利

用

者

の

ニ

ー

ズ

を

踏

ま

え

、

さ

ら

な

る

利

便

性

向

上

の

検

討

を

進

め

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

　

４

日

開

催

の

衆

院

財

務

金

融

委

員

会

で

片

山

さ

つ

き

財

務

相

は

、

国

税

庁

が

開

催

し

て

い

る

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

に

つ

い

て

、

「

会

議

自

体

が

法

定

さ

れ

た

審

議

会

で

は

な

く

、

こ

の

議

論

を

も

と

に

現

時

点

で

何

ら

か

の

結

論

や

見

直

し

の

方

向

性

が

決

ま

っ

て

い

る

と

い

う

こ

と

は

な

い

。

こ

れ

ま

で

ゼ

ロ

ベ

ー

ス

で

検

討

と

総

理

も

私

も

申

し

上

げ

て

き

た

が

、

今

後

の

検

討

に

当

た

っ

て

も

、

国

税

庁

の

有

識

者

会

議

の

議

論

は

い

っ

た

ん

停

止

し

、

党

税

調

で

国

税

庁

が

有

識

者

会

議

で

示

し

た

案

を

前

提

と

す

る

こ

と

な

く

白

地

で

議

論

を

し

て

い

た

だ

く

」

と

述

べ

た

。

自

民

党

の

金

子

容

三

議

員

か

ら

の

質

問

に

答

え

た

。

同

会

議

は

４

月

以

降

、

月

１

回

ペ

ー

ス

で

開

催

さ

れ

て

き

た

が

、

９

月

�

日

以

降

は

開

催

さ

れ

て

い

な

い

。

　

こ

れ

に

先

立

ち

、

自

民

党

の

日

本

成

長

戦

略

本

部

（

本

部

長

＝

岸

田

文

雄

元

首

相

）

が

�

月

�

日

、

「

非

上

場

株

式

の

評

価

等

を

含

め

た

成

長

志

向

型

の

相

続

税

の

あ

り

方

に

関

す

る

緊

急

決

議

」

を

取

り

ま

と

め

た

。

　

同

決

議

で

は

、

国

税

庁

が

有

識

者

会

議

で

示

し

た

案

（

残

余

利

益

方

式

）

に

つ

い

て

、

官

民

連

携

に

よ

る

成

長

投

資

を

通

じ

て

強

い

経

済

を

作

っ

て

い

く

と

い

う

政

府

と

党

で

議

論

を

積

み

重

ね

て

き

た

成

長

の

方

向

性

と

平

仄

が

あ

っ

て

い

る

と

は

い

え

ず

、

容

認

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

指

摘

。

同

評

価

の

見

直

し

を

ゼ

ロ

ベ

ー

ス

で

検

討

す

る

と

し

て

も

、

国

税

庁

の

評

価

見

直

し

案

が

具

体

的

な

議

論

の

俎

上

に

残

る

限

り

、

企

業

は

税

負

担

が

大

幅

に

増

加

す

る

の

で

は

な

い

か

と

い

う

懸

念

を

払

拭

で

き

ず

、

現

行

案

を

検

討

の

前

提

と

せ

ず

白

地

か

ら

議

論

を

行

う

こ

と

を

求

め

て

い

る

。

　

そ

の

上

で

、

同

評

価

見

直

し

と

令

和

９

年

末

に

適

用

期

限

を

迎

え

る

事

業

承

継

税

制

の

特

例

措

置

と

は

切

り

分

け

て

検

討

し

、

事

業

承

継

税

制

に

つ

い

て

は

期

限

後

も

中

小

企

業

の

事

業

承

継

加

速

の

観

点

か

ら

必

要

な

措

置

が

講

じ

ら

れ

る

よ

う

適

切

に

対

応

す

べ

き

と

し

て

い

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ � ９

第３７２１号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２６年



　

米

国

の

中

間

選

挙

で

野

党

・

民

主

党

が

上

院

、

下

院

と

も

に

多

数

派

を

獲

得

。

ト

ラ

ン

プ

大

統

領

を

支

え

る

与

党

・

共

和

党

は

敗

北

し

た

。

米

国

の

中

間

選

挙

は

現

職

大

統

領

の

政

策

等

に

対

す

る

信

任

投

票

の

意

味

合

い

を

持

つ

と

さ

れ

る

。

そ

う

し

た

意

味

で

、

こ

れ

ま

で

２

年

間

の

ト

ラ

ン

プ

政

権

の

政

策

等

に

米

国

民

が

「

Ｎ

О

」

を

突

き

つ

け

た

格

好

と

な

る

★

過

去

、

多

く

の

中

間

選

挙

で

現

職

大

統

領

の

所

属

政

党

は

議

席

を

減

ら

し

て

お

り

、

与

党

が

敗

れ

る

こ

と

は

珍

し

く

な

い

。

そ

れ

だ

け

国

民

に

支

持

さ

れ

る

政

策

の

実

現

が

難

し

い

と

い

う

こ

と

だ

ろ

う

★

翻

っ

て

、

日

本

で

は

、

法

案

が

審

議

中

で

あ

る

も

の

の

、

来

年

４

月

か

ら

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

が

引

き

下

げ

ら

れ

る

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

税

率

引

下

げ

に

は

賛

否

さ

ま

ざ

ま

な

声

が

あ

る

。

イ

ン

フ

レ

も

落

ち

着

く

気

配

は

な

い

。

次

の

国

政

選

挙

で

国

民

は

政

権

に

ど

の

よ

う

な

審

判

を

下

す

の

だ

ろ

う

か

。

（

Ｚ

）

　

国

税

庁

は

�

月

�

、

�

日

の

両

日

、

東

京

・

千

代

田

区

霞

が

関

の

同

庁

会

議

室

で

全

国

国

税

局

課

税

（

第

一

・

第

二

）

部

長

会

議

を

開

催

し

た

。

会

議

で

は

、

「

課

税

部

に

お

け

る

税

務

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

の

確

保

・

向

上

に

向

け

た

取

組

み

」

「

租

税

回

避

へ

の

総

合

的

な

対

応

方

針

」

「

令

和

８

年

分

確

定

申

告

に

向

け

た

取

組

み

等

」

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

　

国

税

庁

は

�

月

�

日

、

法

人

税

基

本

通

達

の

一

部

改

正

案

と

所

得

税

基

本

通

達

の

一

部

改

正

案

を

そ

れ

ぞ

れ

公

表

し

、

意

見

募

集

（

パ

ブ

リ

ッ

ク

コ

メ

ン

ト

）

を

開

始

し

た

。

パ

ブ

コ

メ

は

�

月

�

日

ま

で

。

い

ず

れ

も

美

術

品

等

に

つ

い

て

の

減

価

償

却

資

産

の

判

定

に

係

る

内

容

で

、

取

得

価

額

が

１

点

１

０

０

万

円

未

満

の

も

の

（

時

の

経

過

に

よ

り

そ

の

価

値

が

減

少

し

な

い

こ

と

が

明

ら

か

な

も

の

を

除

く

）

を

減

価

償

却

資

産

と

取

扱

う

と

し

て

い

る

点

を

、

同

２

０

０

万

円

未

満

へ

と

改

め

る

こ

と

な

ど

が

柱

と

な

っ

て

い

る

。

　

現

行

の

同

１

０

０

万

円

未

満

と

す

る

金

額

基

準

は

平

成

�

年

か

ら

適

用

さ

れ

て

い

る

。

今

回

、

こ

の

基

準

額

を

引

き

上

げ

る

。

　

同

時

に

、

減

価

償

却

資

産

に

該

当

し

な

い

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

「

時

の

経

過

に

よ

り

そ

の

価

値

の

減

少

し

な

い

資

産

」

と

し

て

取

り

扱

う

美

術

品

等

と

し

て

、

①

古

美

術

品

、

古

文

書

、

出

土

品

、

遺

物

等

の

よ

う

に

歴

史

的

価

値

ま

た

は

希

少

価

値

を

有

し

、

代

替

性

の

な

い

も

の

、

②

①

以

外

の

美

術

品

等

で

、

取

得

価

額

が

１

点

１

０

０

万

円

以

上

で

あ

る

も

の

（

時

の

経

過

に

よ

り

そ

の

価

値

が

減

少

す

る

こ

と

が

明

ら

か

な

も

の

を

除

く

。

）

と

し

て

い

る

点

に

つ

き

、

②

の

１

点

１

０

０

万

円

以

上

を

同

２

０

０

万

円

以

上

に

改

め

る

。

　

な

お

、

改

正

後

の

取

扱

い

は

令

和

９

年

１

月

１

日

以

後

に

取

得

を

す

る

美

術

品

等

に

つ

い

て

適

用

し

、

同

日

前

に

取

得

を

し

た

美

術

品

等

に

つ

い

て

は

従

前

の

例

に

よ

る

な

ど

と

し

て

い

る

。

　

中

小

企

業

庁

は

�

月

�

日

、

令

和

９

年

１

月

に

８

年

度

中

小

企

業

Ｍ

＆

Ａ

実

務

能

力

・

倫

理

検

定

試

験

を

初

め

て

実

施

す

る

と

発

表

し

た

。

９

年

１

月

�

、

�

、

�

日

の

３

日

間

の

う

ち

任

意

の

日

を

選

択

し

、

１

日

の

み

受

検

可

能

と

な

る

。

近

く

具

体

的

な

受

検

申

込

み

方

法

等

を

記

載

し

た

受

検

案

内

を

公

表

す

る

予

定

。

　

受

検

料

な

ど

詳

細

は

ま

だ

明

ら

か

に

な

っ

て

い

な

い

が

、

全

国

約

１

７

０

の

試

験

会

場

で

受

検

可

能

な

点

、

試

験

時

間

は

１

２

０

分

、

出

題

形

式

は

多

肢

選

択

式

（

四

肢

択

一

）

、

出

題

数

は

全

�

問

程

度

で

あ

る

こ

と

な

ど

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

。

ま

た

、

年

齢

、

学

歴

等

に

関

係

な

く

誰

で

も

受

験

で

き

る

。

　

中

小

Ｍ

＆

Ａ

支

援

者

の

同

支

援

に

関

す

る

個

人

の

能

力

・

倫

理

観

に

着

目

し

、

知

識

・

ス

キ

ル

等

の

底

上

げ

を

図

る

た

め

の

新

た

な

施

策

と

し

て

検

定

試

験

を

実

施

す

る

。

な

お

、

本

検

定

試

験

の

合

格

は

既

存

の

業

法

に

基

づ

く

独

占

業

務

の

実

施

を

可

能

と

す

る

も

の

で

は

な

い

た

め

、

合

格

者

が

実

務

を

行

う

上

で

は

、

業

法

に

基

づ

く

独

占

業

務

（

弁

護

士

、

公

認

会

計

士

、

税

理

士

等

の

士

業

の

み

が

で

き

る

業

務

）

に

抵

触

し

な

い

よ

う

留

意

を

要

す

る

と

し

て

い

る

。

　

財

務

省

は

２

日

、

９

月

の

税

収

実

績

を

ま

と

め

た

。

　

同

月

分

税

収

は

、

前

年

同

月

比

６

・

９

％

増

の

４

兆

５

７

０

６

億

円

、

同

月

末

累

計

も

、

同

�

・

２

％

増

の

�

兆

７

８

１

３

億

円

と

増

加

し

た

。

　

税

目

別

に

み

る

と

、

所

得

税

の

源

泉

徴

収

分

は

、

同

�

・

６

％

増

の

１

兆

４

７

０

３

億

円

と

増

加

。

申

告

分

と

合

わ

せ

た

所

得

税

全

体

は

、

同

�

・

９

％

増

の

１

兆

５

０

７

３

億

円

だ

っ

た

。

　

法

人

税

は

、

９

月

�

日

が

初

回

の

申

告

期

限

だ

っ

た

「

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

の

所

得

合

算

ル

ー

ル

」

に

よ

り

同

�

・

７

％

増

の

４

０

８

４

億

円

と

大

き

く

増

加

し

た

。

　

消

費

税

は

、

同

８

・

４

％

増

の

１

兆

７

８

７

１

億

円

と

増

加

し

、

相

続

税

は

、

同

０

・

２

％

増

の

３

０

５

５

億

円

で

前

年

と

ほ

ぼ

同

じ

だ

っ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

７

月

に

税

額

を

１

０

０

０

円

か

ら

３

０

０

０

円

へ

引

き

上

げ

た

国

際

観

光

旅

客

税

が

、

�

・

１

％

増

の

�

億

４

５

０

０

万

円

と

大

幅

に

増

加

し

て

い

る

。

　

国

税

組

織

は

現

在

、

Ｇ

Ｓ

Ｓ

が

導

入

の

ほ

か

、

セ

ン

タ

ー

化

の

全

署

拡

大

や

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

へ

の

移

行

な

ど

、

大

規

模

な

環

境

変

化

を

迎

え

て

い

る

。

　

こ

う

し

た

中

、

納

税

者

の

適

正

申

告

に

向

け

た

「

税

務

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

の

確

保

・

向

上

」

を

よ

り

一

層

推

進

す

る

た

め

に

取

り

組

む

べ

き

事

項

と

し

て

、

①

Ａ

Ｉ

や

Ｇ

Ｓ

Ｓ

の

活

用

等

に

よ

る

効

率

化

・

高

度

化

、

②

最

適

な

運

営

手

法

・

体

制

の

あ

り

方

、

③

調

査

日

数

の

短

期

化

な

ど

的

確

な

進

行

管

理

の

実

施

に

よ

る

適

正

な

事

務

量

投

下

、

④

セ

ン

タ

ー

か

ら

の

移

管

事

務

量

の

最

適

配

分

を

挙

げ

、

各

局

の

取

組

状

況

も

踏

ま

え

今

後

の

方

針

を

議

論

し

た

。

　

①

の

具

体

例

と

し

て

は

、

プ

ラ

イ

ム

ド

ラ

イ

ブ

（

オ

ン

ラ

イ

ン

ス

ト

レ

ー

ジ

サ

ー

ビ

ス

）

を

活

用

し

、

実

地

調

査

前

に

調

査

対

象

者

か

ら

帳

簿

を

事

前

取

得

し

質

問

事

項

を

あ

ら

か

じ

め

絞

っ

た

効

率

的

な

調

査

の

実

施

や

、

生

成

Ａ

Ｉ

を

活

用

し

た

効

率

的

な

調

査

資

料

の

作

成

な

ど

が

挙

げ

ら

れ

る

。

ま

た

、

②

の

最

適

な

運

営

手

法

・

体

制

で

は

、

従

来

は

署

ご

と

に

調

査

選

定

を

行

っ

て

い

る

が

、

管

轄

に

こ

だ

わ

ら

ず

エ

リ

ア

で

見

て

調

査

優

先

度

の

高

い

事

案

に

着

手

し

て

い

く

取

組

み

に

つ

い

て

検

討

し

た

。

　

次

に

、

「

租

税

回

避

へ

の

総

合

的

な

対

応

」

で

は

、

専

担

部

署

の

設

置

等

に

よ

り

対

応

を

強

化

し

て

き

た

が

、

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

が

商

品

化

し

販

売

す

る

ス

キ

ー

ム

利

用

の

急

速

な

拡

大

等

を

踏

ま

え

、

「

ス

キ

ー

ム

情

報

の

把

握

・

分

析

」

「

調

査

に

よ

る

是

正

」

「

税

制

改

正

意

見

書

の

提

出

」

「

ス

キ

ー

ム

の

け

ん

制

」

と

い

っ

た

各

段

階

に

お

い

て

、

制

度

面

と

運

用

面

の

両

面

か

ら

対

応

を

強

化

し

て

い

く

方

針

だ

。

　

会

議

で

は

、

７

事

務

年

度

の

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

へ

の

対

応

に

係

る

取

組

状

況

等

を

同

庁

が

説

明

す

る

と

と

も

に

、

税

制

改

正

の

提

案

な

ど

制

度

面

を

含

め

た

対

応

策

に

つ

い

て

意

見

を

交

換

。

ま

た

、

ス

キ

ー

ム

情

報

の

把

握

・

分

析

や

調

査

に

よ

る

是

正

な

ど

の

運

用

面

に

お

い

て

は

、

調

査

の

ノ

ウ

ハ

ウ

や

知

見

を

蓄

積

し

、

組

織

で

共

有

し

て

い

く

た

め

の

組

織

内

の

連

携

・

サ

ポ

ー

ト

体

制

等

の

あ

り

方

に

つ

い

て

、

各

局

が

考

え

を

述

べ

た

。

「

８

年

分

確

定

申

告

に

向

け

た

取

組

み

等

」

で

は

、

来

年

の

８

年

分

確

定

申

告

で

の

取

組

方

針

や

、

環

境

変

化

を

踏

ま

え

た

効

率

的

な

確

定

申

告

体

制

・

確

定

申

告

期

の

事

務

運

営

に

つ

い

て

話

し

合

っ

た

。

　

来

場

者

は

今

後

も

減

少

が

見

込

ま

れ

る

一

方

、

一

定

層

の

来

場

者

に

つ

い

て

は

、

連

年

来

署

し

て

い

る

状

況

に

あ

る

こ

と

か

ら

、

今

後

の

相

談

体

制

や

相

談

方

式

に

つ

い

て

検

討

。

　

こ

れ

ま

で

ス

マ

ホ

を

基

本

と

し

た

会

場

運

営

を

行

っ

て

き

た

が

、

同

庁

が

、

「

来

場

者

の

属

性

（

年

代

、

ス

マ

ホ

保

有

、

本

人

意

思

な

ど

）

に

応

じ

て

、

ス

マ

ホ

と

パ

ソ

コ

ン

を

使

い

分

け

る

申

告

相

談

体

制

に

シ

フ

ト

す

る

こ

と

で

一

層

の

効

率

化

を

図

る

」

と

す

る

案

を

示

し

、

こ

の

案

に

つ

い

て

の

考

え

を

各

局

が

意

見

し

た

。

　

ま

た

、

今

後

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

利

用

者

の

拡

大

や

来

署

者

数

の

減

少

傾

向

を

踏

ま

え

て

、

全

署

セ

ン

タ

ー

化

や

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

導

入

も

見

据

え

な

が

ら

確

定

申

告

事

務

の

効

率

化

を

進

め

る

こ

と

で

創

出

さ

れ

た

事

務

量

を

有

効

活

用

し

、

確

定

申

告

期

間

中

も

調

査

や

徴

収

と

い

っ

た

外

部

事

務

量

の

最

大

化

を

図

っ

て

い

く

こ

と

を

確

認

。

ま

た

、

確

定

申

告

期

も

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

向

上

策

推

進

の

た

め

に

は

、

ど

の

よ

う

な

調

査

運

営

や

処

理

体

制

が

必

要

で

あ

る

か

議

論

を

行

っ

た

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

�

日

か

ら

、

「

こ

れ

か

ら

の

社

会

に

向

か

っ

て

」

を

テ

ー

マ

に

「

税

を

考

え

る

週

間

」

が

始

ま

る

。

「

特

に

若

い

世

代

の

人

た

ち

に

、

社

会

と

税

の

関

わ

り

を

自

分

ご

と

と

し

て

考

え

、

理

解

し

て

も

ら

う

き

っ

か

け

と

な

る

よ

う

な

取

組

み

を

実

施

し

ま

す

。

特

集

ペ

ー

ジ

を

開

設

し

て

い

ま

す

の

で

、

ぜ

ひ

ご

覧

く

だ

さ

い

」

と

Ｕ

Ｒ

Ｌ

の

二

次

元

コ

ー

ド

の

パ

ネ

ル

を

手

に

Ｐ

Ｒ

。

　

国

税

庁

広

報

大

使

の

日

本

サ

ッ

カ

ー

協

会

（

Ｊ

Ｆ

Ａ

）

と

の

連

携

を

強

化

し

、

サ

ッ

カ

ー

教

室

で

の

租

税

教

育

イ

ベ

ン

ト

を

開

催

し

て

い

る

ほ

か

、

「

今

回

か

ら

特

集

ペ

ー

ジ

に

、

Ｊ

Ｆ

Ａ

と

共

同

制

作

し

た

税

金

ク

イ

ズ

を

新

た

に

掲

載

し

、

単

調

な

構

成

に

な

ら

な

い

よ

う

ク

イ

ズ

形

式

の

構

成

に

し

て

い

ま

す

」

と

工

夫

を

重

ね

て

い

る

。

　

泰

然

自

若

と

し

、

常

に

自

然

体

な

人

柄

だ

。

専

門

分

野

に

と

ど

ま

ら

な

い

豊

富

な

知

識

と

引

き

出

し

の

多

さ

で

、

会

話

の

た

び

に

発

見

が

あ

る

。

　

こ

れ

ま

で

他

省

庁

や

経

済

団

体

な

ど

と

の

折

衝

に

当

た

る

役

回

り

が

多

く

、

そ

の

経

験

か

ら

、

「

利

害

を

異

に

す

る

相

手

の

意

見

に

耳

を

傾

け

る

こ

と

」

を

意

識

し

て

い

る

と

い

う

。

　

プ

ラ

イ

ベ

ー

ト

で

は

、

種

か

ら

果

樹

な

ど

を

育

て

る

こ

と

に

チ

ャ

レ

ン

ジ

し

て

お

り

、

「

失

敗

も

多

い

で

す

が

、

も

し

果

実

が

実

っ

た

ら

職

場

の

皆

さ

ん

を

誘

っ

て

『

収

穫

祭

』

と

称

し

た

懇

親

会

を

開

き

た

い

」

と

野

望

を

語

っ

て

い

た

。

　

昭

和

�

年

、

宮

城

県

生

ま

れ

。

平

成

�

年

国

税

庁

入

庁

。

�

歳

。

（

沢

）

　

政

府

は

３

日

、

秋

の

叙

勲

を

発

表

し

た

。

税

務

関

係

の

受

章

者

は

�

人

だ

っ

た

。

受

章

者

は

次

の

通

り

（

敬

称

略

）

。

　国税庁やｅ―Ｔａｘをかたり、還付手続や納税

が必要であるかのように見せかけて、アプリのダ

ウンロードやリンクのクリックなどを促す偽メー

ルが多数確認されているとして、同庁が注意を呼

びかけている。特に９月下旬以降、偽メールに関

する問い合わせが急増しているという。

　偽メールは、件名に【至急】【確認】【警告】などと

記載し、「還付金がある」「未納税額がある」「申告漏

れの可能性がある」「ｅ―Ｔａｘのパスワードの変

更が必要である」などとするものが多い。しかし、

ｅ―Ｔａｘなどからメールで還付手続の案内や納

税を求めることはなく、また、アプリのダウンロー

ドやファイルを添付することはないとしている。

　アプリのダウンロード、リンクのクリック、添

付ファイルの開封などを行うと、情報を抜き取ら

れたり、詐欺やウイルス感染などの被害を受ける

おそれがあるため、注意したい。　

　メールの送信元に表示される名称は、送信者が

設定できるため「国税庁」「ｅ―Ｔａｘ」などの

表示名であっても、表示名のみで正当なメールだ

と判断せず、送信元表記を開いて、送信アドレス

を確認してくださいとしている。

　

第

�

回

全

国

大

学

会

計

人

会

サ

ミ

ッ

ト

が

�

月

�

日

、

幹

事

校

の

関

西

学

院

大

学

Ｏ

Ｂ

で

組

織

さ

れ

る

関

西

学

院

会

計

人

会

（

吉

栖

照

美

会

長

）

の

主

催

に

よ

り

、

ホ

テ

ル

阪

急

イ

ン

タ

ー

ナ

シ

ョ

ナ

ル

で

開

催

さ

れ

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

全

国

�

大

学

か

ら

約

１

０

０

人

が

参

加

。

来

賓

と

し

て

日

本

税

理

士

会

連

合

会

の

太

田

直

樹

会

長

、

日

本

公

認

会

計

士

協

会

の

南

成

人

会

長

、

近

畿

税

理

士

会

の

石

原

健

次

会

長

が

あ

い

さ

つ

し

た

。

　

サ

ミ

ッ

ト

会

議

で

は

第

１

部

「

会

計

人

の

現

状

と

未

来

」

を

テ

ー

マ

に

、

関

西

学

院

大

学

商

学

部

の

吉

川

晃

史

教

授

の

司

会

の

下

、

同

学

部

の

阪

智

香

教

授

、

会

計

専

門

職

の

長

谷

川

真

也

氏

、

原

賢

治

氏

、

同

大

の

学

生

・

大

学

院

生

２

人

に

よ

る

ト

ー

ク

セ

ッ

シ

ョ

ン

が

行

わ

れ

た

。

　

第

２

部

は

各

大

学

会

計

人

会

の

参

加

者

が

、

テ

ー

ブ

ル

ご

と

に

グ

ル

ー

プ

ワ

ー

ク

セ

ッ

シ

ョ

ン

を

行

い

、

会

計

人

の

社

会

的

役

割

や

Ａ

Ｉ

を

ど

う

使

い

こ

な

す

か

な

ど

、

活

発

な

意

見

を

発

表

し

た

。

　

最

後

に

「

私

た

ち

職

業

会

計

人

は

、

こ

れ

か

ら

会

計

・

税

務

の

実

務

世

界

に

著

し

く

展

開

さ

れ

る

Ａ

Ｉ

に

積

極

的

に

対

応

す

る

こ

と

を

宣

言

す

る

」

な

ど

、

６

つ

の

サ

ミ

ッ

ト

宣

言

が

あ

っ

た

。

《

税

務

行

政

事

務

功

労

》

　

瑞

宝

中

綬

章

　

伊

藤

誠

（

�

）

元

国

税

庁

徴

収

部

長

、

東

京

都

練

馬

区

▽

木

原

隆

司

（

�

）

元

関

東

信

越

国

税

不

服

審

判

所

長

、

東

京

都

練

馬

区

▽

杉

江

潤

（

�

）

元

東

京

国

税

局

長

、

東

京

都

杉

並

区

▽

髙

野

信

彦

（

�

）

元

熊

本

国

税

局

長

、

東

京

都

小

金

井

市

　

瑞

宝

小

綬

章

　

浅

見

清

美

（

�

）

元

長

野

税

務

署

長

、

埼

玉

県

志

木

市

▽

足

立

治

男

（

�

）

元

広

島

国

税

局

徴

収

部

長

、

島

根

県

安

来

市

▽

安

樂

恒

樹

（

�

）

元

東

京

国

税

局

課

税

第

二

部

長

、

東

京

都

目

黒

区

▽

池

田

健

康

（

�

）

元

仙

台

国

税

不

服

審

判

所

長

、

東

京

都

杉

並

区

▽

井

村

一

明

（

�

）

元

金

沢

国

税

局

徴

収

部

長

、

石

川

県

白

山

市

▽

緒

方

秀

之

（

�

）

元

下

京

税

務

署

長

、

神

戸

市

▽

小

川

春

海

（

�

）

元

関

東

信

越

国

税

局

課

税

第

二

部

長

、

さ

い

た

ま

市

▽

小

山

洋

（

�

）

元

仙

台

国

税

局

徴

収

部

長

、

宮

城

県

宮

城

郡

▽

金

森

勝

（

�

）

元

渋

谷

税

務

署

長

、

東

京

都

目

黒

区

▽

北

野

吉

幸

（

�

）

元

仙

台

国

税

局

調

査

査

察

部

長

、

仙

台

市

▽

北

林

隆

明

（

�

）

元

板

橋

税

務

署

長

、

千

葉

県

柏

市

▽

北

山

昇

（

�

）

元

高

松

国

税

局

調

査

査

察

部

長

、

香

川

県

坂

出

市

▽

木

村

保

（

�

）

元

浦

和

税

務

署

長

、

埼

玉

県

越

谷

市

▽

久

保

修

（

�

）

元

札

幌

国

税

局

徴

収

部

長

、

札

幌

市

▽

河

野

通

法

（

�

）

元

熊

本

国

税

局

課

税

部

長

、

鹿

児

島

市

▽

近

藤

耕

市

（

�

）

元

小

牧

税

務

署

長

、

愛

知

県

刈

谷

市

▽

斎

藤

敏

春

（

�

）

元

仙

台

北

税

務

署

長

、

福

島

県

郡

山

市

▽

坂

信

明

（

�

）

元

札

幌

国

税

局

課

税

第

一

部

長

、

札

幌

市

▽

佐

々

木

清

道

（

�

）

元

麹

町

税

務

署

長

、

千

葉

市

▽

末

継

秀

隆

（

�

）

元

福

岡

税

務

署

長

、

福

岡

県

糟

屋

郡

▽

谷

口

正

樹

（

�

）

元

日

本

橋

税

務

署

長

、

東

京

都

練

馬

区

▽

塚

本

浩

二

（

�

）

元

千

葉

東

税

務

署

長

、

千

葉

県

四

街

道

市

▽

長

田

洋

介

（

�

）

元

熊

本

西

税

務

署

長

、

熊

本

県

上

益

城

郡

▽

野

本

秀

正

（

�

）

元

東

京

国

税

局

課

税

第

二

部

鑑

定

官

室

長

、

東

京

都

台

東

区

▽

林

周

三

（

�

）

元

神

戸

税

務

署

長

、

大

阪

府

豊

中

市

▽

山

嵜

正

雄

（

�

）

元

東

税

務

署

長

、

京

都

府

木

津

川

市

▽

山

下

栄

一

（

�

）

元

東

大

阪

税

務

署

長

、

大

阪

府

枚

方

市

▽

横

山

泰

三

（

�

）

元

大

阪

国

税

局

徴

収

部

長

、

大

阪

府

箕

面

市

▽

横

山

不

二

夫

（

�

）

元

関

東

信

越

国

税

局

徴

収

部

長

、

埼

玉

県

戸

田

市

▽

�

村

文

男

（

�

）

元

昭

和

税

務

署

長

、

愛

知

県

犬

山

市

《

納

税

功

労

》

　

旭

日

小

綬

章

　

恩

田

忠

治

（

�

）

（

一

社

）

千

葉

県

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

、

千

葉

県

松

戸

市

▽

牧

田

泰

博

（

�

）

元

鳥

取

県

青

色

申

告

会

連

合

会

会

長

、

鳥

取

県

倉

吉

市

▽

山

口

清

一

（

�

）

宮

崎

県

間

税

会

連

合

会

会

長

、

宮

崎

市

　

旭

日

双

光

章

　

小

山

ミ

ヨ

（

�

）

宮

城

県

間

税

会

連

合

会

副

会

長

、

仙

台

市

▽

髙

野

孫

左

ヱ

門

（

�

）

元

（

一

社

）

山

梨

県

法

人

会

連

合

会

会

長

、

甲

府

市

▽

富

岡

篤

美

（

�

）

静

岡

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

、

静

岡

県

熱

海

市

▽

仲

間

綾

子

（

�

）

沖

縄

県

青

色

申

告

会

連

合

会

副

会

長

、

沖

縄

県

中

頭

郡

▽

松

本

義

成

（

�

）

長

崎

県

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

副

会

長

、

長

崎

県

島

原

市

《

酒

類

業

振

興

功

労

》

　

旭

日

中

綬

章

　

吉

田

精

孝

（

�

）

全

国

小

売

酒

販

組

合

中

央

会

会

長

、

東

京

都

大

田

区

《

税

理

士

功

労

》

　

旭

日

小

綬

章

　

三

神

治

彦

（

�

）

元

日

本

税

理

士

会

連

合

会

常

務

理

事

、

甲

府

市

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



国税庁

の幹部

に聞く

審議官（酒税等担当）

藤﨑雄二郎

　

ふ

じ

さ

き

・

ゆ

う

じ

ろ

う

　

平

成

７

年

大

蔵

省

（

現

財

務

省

）

入

省

、

令

和

２

年

主

計

局

主

計

官

（

国

土

交

通

、

公

共

事

業

総

括

係

担

当

）

、

３

年

主

計

局

法

規

課

長

、

４

年

理

財

局

国

有

財

産

企

画

課

長

、

５

年

理

財

局

総

務

課

長

、

６

年

大

臣

官

房

審

議

官

兼

総

合

政

策

課

長

、

７

年

７

月

か

ら

現

職

。

　

―

―

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

に

つ

い

て

、

本

事

務

年

度

の

方

針

を

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

―

―

酒

税

行

政

の

取

組

に

つ

い

て

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

国

税

庁

は

、

「

納

税

者

の

利

便

性

の

向

上

」

、

「

課

税

・

徴

収

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

等

」

、

「

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

促

進

」

の

観

点

か

ら

、

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

を

更

に

前

に

進

め

て

い

く

こ

と

と

し

て

い

ま

す

。

　

「

納

税

者

の

利

便

性

の

向

上

」

に

つ

い

て

は

、

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

な

ど

の

日

常

使

い

慣

れ

た

ツ

ー

ル

か

ら

、

簡

単

・

便

利

に

手

続

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

環

境

を

構

築

し

、

オ

ン

ラ

イ

ン

手

続

の

利

用

を

推

進

す

る

こ

と

で

「

あ

ら

ゆ

る

税

務

手

続

が

税

務

署

に

行

か

ず

に

で

き

る

社

会

」

の

実

現

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

具

体

的

に

は

、

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

を

通

じ

て

所

得

税

確

定

申

告

や

年

末

調

整

に

必

要

と

な

る

デ

ー

タ

を

一

括

取

得

し

、

各

申

告

書

の

該

当

項

目

に

自

動

入

力

す

る

機

能

で

あ

る

「

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

」

の

利

用

拡

大

に

向

け

て

、

操

作

性

の

改

善

と

と

も

に

対

象

デ

ー

タ

の

拡

充

を

進

め

て

い

ま

す

。

給

与

情

報

や

医

療

費

通

知

情

報

、

ふ

る

さ

と

納

税

の

寄

附

金

情

報

の

ほ

か

、

生

命

保

険

・

損

害

保

険

の

一

時

金

・

年

金

等

に

係

る

支

払

調

書

情

報

や

ふ

る

さ

と

納

税

以

外

の

一

部

の

寄

附

金

控

除

に

係

る

情

報

も

対

象

と

な

っ

て

い

ま

す

。

　

令

和

９

年

１

月

か

ら

は

、

市

区

町

村

に

給

与

支

払

報

告

書

を

提

出

し

た

場

合

に

、

税

務

署

へ

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

が

不

要

と

な

る

「

源

泉

徴

収

票

の

み

な

し

提

出

の

特

例

」

が

開

始

さ

れ

ま

す

。

事

業

者

の

方

が

給

与

支

払

報

告

書

を

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

に

よ

り

オ

ン

ラ

イ

ン

で

提

出

す

る

こ

と

で

、

従

業

員

の

方

が

確

定

申

告

書

を

作

成

す

る

際

に

は

、

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

を

利

用

し

て

給

与

支

払

報

告

書

の

情

報

を

自

動

入

力

す

る

こ

と

が

可

能

と

な

り

、

よ

り

簡

単

・

便

利

に

申

告

手

続

を

行

う

こ

と

が

で

き

ま

す

。

さ

ら

に

、

事

業

者

の

皆

様

に

お

い

て

も

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

を

利

用

す

る

こ

と

で

複

数

の

市

区

町

村

へ

の

提

出

を

一

括

で

行

う

こ

と

が

で

き

る

た

め

、

事

務

負

担

の

軽

減

に

つ

な

が

り

ま

す

。

　

納

税

者

の

利

便

性

の

更

な

る

向

上

を

図

る

た

め

、

Ａ

Ｉ

の

活

用

に

も

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

納

税

者

の

方

が

、

税

に

関

す

る

情

報

に

ア

ク

セ

ス

し

や

す

い

環

境

を

整

備

す

る

た

め

、

生

成

Ａ

Ｉ

を

活

用

し

て

回

答

を

行

う

チ

ャ

ッ

ト

ボ

ッ

ト

の

検

討

を

進

め

て

お

り

、

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

リ

ス

ク

や

ハ

ル

シ

ネ

ー

シ

ョ

ン

リ

ス

ク

に

も

十

分

留

意

し

な

が

ら

、

Ａ

Ｉ

活

用

の

効

果

を

最

大

限

引

き

出

し

て

い

き

た

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

ま

た

、

課

税

・

徴

収

事

務

に

お

い

て

も

、

申

告

漏

れ

の

可

能

性

が

高

い

納

税

者

の

判

定

や

、

滞

納

者

ご

と

の

最

適

な

接

触

方

法

の

予

測

に

Ａ

Ｉ

を

活

用

し

て

お

り

、

さ

ら

な

る

効

率

化

・

高

度

化

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

「

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

促

進

」

に

つ

い

て

は

、

事

業

者

の

方

が

、

税

務

手

続

の

デ

ジ

タ

ル

化

と

あ

わ

せ

て

、

日

頃

行

う

バ

ッ

ク

オ

フ

ィ

ス

業

務

に

つ

い

て

一

貫

し

て

デ

ジ

タ

ル

で

処

理

す

る

こ

と

に

よ

り

、

生

産

性

の

向

上

や

経

営

の

高

度

化

に

繋

が

る

こ

と

が

期

待

さ

れ

ま

す

の

で

、

取

引

か

ら

会

計

・

税

務

ま

で

の

デ

ジ

タ

ル

化

（

デ

ジ

タ

ル

シ

ー

ム

レ

ス

）

の

実

現

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

デ

ジ

タ

ル

シ

ー

ム

レ

ス

の

実

現

に

向

け

て

は

、

特

に

、

デ

ジ

タ

ル

イ

ン

ボ

イ

ス

の

周

知

・

広

報

に

力

を

入

れ

て

お

り

、

令

和

８

年

度

改

正

に

お

い

て

、

デ

ジ

タ

ル

イ

ン

ボ

イ

ス

導

入

の

イ

ン

セ

ン

テ

ィ

ブ

と

な

る

青

色

申

告

特

別

控

除

の

引

上

げ

（

�

万

円

↓

�

万

円

）

が

行

わ

れ

た

こ

と

か

ら

、

関

係

団

体

等

の

皆

様

と

も

連

携

・

協

力

し

、

本

税

制

改

正

を

契

機

と

し

た

周

知

・

広

報

に

取

り

組

む

こ

と

と

し

て

い

ま

す

。

　

国

税

庁

と

し

て

は

、

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

を

着

実

に

推

進

す

る

こ

と

で

、

納

税

者

の

利

便

性

向

上

に

加

え

、

課

税

・

徴

収

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

を

さ

ら

に

進

め

て

い

く

と

と

も

に

、

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

や

社

会

全

体

の

Ｄ

Ｘ

の

推

進

に

も

貢

献

し

て

い

き

た

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

　

国

税

庁

は

、

酒

類

業

の

所

管

官

庁

と

し

て

、

「

酒

類

業

の

健

全

な

発

達

」

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

ま

ず

、

令

和

７

年

の

日

本

産

酒

類

の

輸

出

金

額

は

、

１

４

９

５

億

円

（

対

前

年

比

�

・

８

％

増

）

と

な

り

、

過

去

最

高

と

な

り

ま

し

た

。

他

方

で

、

中

東

情

勢

の

影

響

に

よ

る

渡

航

費

の

高

騰

等

に

よ

り

、

従

来

と

同

じ

よ

う

に

海

外

販

路

開

拓

を

行

う

こ

と

が

難

し

い

事

業

者

も

出

て

く

る

な

ど

、

輸

出

拡

大

に

向

け

た

課

題

も

あ

り

、

今

後

と

も

、

酒

類

事

業

者

の

皆

様

の

声

に

耳

を

傾

け

な

が

ら

、

日

本

産

酒

類

の

更

な

る

輸

出

促

進

に

取

り

組

ん

で

い

き

ま

す

。

　

日

本

産

酒

類

の

一

層

の

輸

出

拡

大

の

た

め

、

輸

出

先

の

多

角

化

を

含

む

海

外

販

路

拡

大

、

商

品

の

高

付

加

価

値

化

の

た

め

の

取

組

及

び

酒

蔵

ツ

ー

リ

ズ

ム

の

取

組

を

支

援

す

る

と

と

も

に

、

認

知

度

向

上

の

た

め

の

Ｐ

Ｒ

イ

ベ

ン

ト

の

実

施

、

地

理

的

表

示

（

Ｇ

Ｉ

）

の

普

及

・

活

用

の

推

進

、

国

際

交

渉

を

通

じ

た

輸

出

環

境

整

備

な

ど

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

さ

ら

に

、

令

和

６

年

�

月

に

、

日

本

の

「

伝

統

的

酒

造

り

」

が

ユ

ネ

ス

コ

無

形

文

化

遺

産

に

登

録

さ

れ

た

こ

と

を

追

い

風

に

、

日

本

産

酒

類

の

魅

力

訴

求

の

取

組

を

引

き

続

き

推

進

し

て

い

る

と

こ

ろ

で

す

。

　

他

方

で

、

足

下

で

は

日

本

酒

等

の

原

料

米

の

不

足

と

価

格

の

変

動

と

い

う

課

題

へ

の

対

応

も

必

要

で

す

。

国

税

庁

と

し

て

は

、

酒

米

の

安

定

的

な

調

達

に

向

け

て

、

酒

造

組

合

等

が

実

施

す

る

酒

蔵

と

酒

米

農

家

と

の

連

携

強

化

等

の

事

業

を

支

援

す

る

と

と

も

に

、

引

き

続

き

、

関

係

省

庁

等

と

も

連

携

し

な

が

ら

、

酒

蔵

の

皆

様

が

安

心

し

て

酒

造

り

を

行

え

る

よ

う

支

援

を

行

っ

て

い

き

ま

す

。

　

こ

の

ほ

か

、

酒

類

の

特

殊

性

を

踏

ま

え

、

公

正

な

取

引

環

境

の

整

備

や

�

歳

未

満

の

方

の

飲

酒

防

止

の

取

組

推

進

な

ど

、

酒

類

業

を

取

り

巻

く

諸

課

題

に

対

し

て

き

め

細

か

く

対

応

し

、

国

税

庁

の

重

要

な

任

務

の

一

つ

で

あ

る

酒

類

業

の

健

全

な

発

達

を

進

め

て

い

き

た

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　
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険と計算においてする企画遂行性の有無、その者が自己の危険

と計算においてする③企画性・危険負担及び④精神的・肉体的

労力の有無及び程度、⑤人的・物的設備の有無、⑥その者の職

業・経験、社会的地位及び生活状況等を総合的に考慮した上で

社会通念によって判定しなければならないとされます（前回参

照）。そのため、まず上記①ないし⑥の各判定要素（以下、当

講座では「事業性判定要素」といいます。）ごとに「事業」の

性質を検討します。

　⑴　営利性・有償性

　どのような業種であれ、それが所得税法上の「事業」である

以上、最低限の要件として対価性と有償性は認められなければ

なりません。それは、「事業」の包括規定である所得税法施行

令第�条第�号に「前号に掲げるもののほか、対価を得て継続

的に行う事業」と規定していることからも明らかです。対価を

得るということは無償でないということですから、「事業」に

当たるということは、当然、有償ということになるわけです。

　次に、「営利」とは、財産上の利益を目的として活動するこ

とをいいますから、ここでの「有償」とは、ある行為の結果に

対してそれによって利益を得た者から償いを得ることをいうも

のと考えます。したがって、対価を得て行う行為であれば、通

常、営利性と有償性が認められることになります。

　しかし、例えば、そもそも儲からない仕組みとなっていたり、

収入が僅少で連年赤字であるようなケースは、有償性は認めつ

つも、営利性は認められない又は乏しいと判定されるべきでし

ょう。なぜなら、「営利性」を目的で判定する場合、個人事業

主の主観ではなく、客観性が優先される必要があるからです。

したがって、「営利性」は、実際に利益を上げたという結果で

その目的を認めることになるものと考えます。

　⑵　継続性・反復性

　上記⑴のとおり、同号は「継続的に行う事業」と規定してい

るのですから、「事業」である以上、継続性・反復性は必ずな

くてはならない要素です。

　毎日又は毎月取引をしている場合は当然のこととして、一年

に一度の取引であっても、同種・同類の取引が毎年継続してい

る場合には、継続性・反復性は認められます。逆に、一度フリ

ーマーケットに出店した程度であれば、継続性・反復性を容易

に認め難く、「事業」との認定には至らないでしょう。

　また、契約期間などが定められている場合でも、実際にその

契約に基づいた役務提供等がなされていない、又はその役務提

供の事実を確認できない場合は、契約期間があるということを

もって、継続性・反復性があるとまではいえないと考えます。

　

相

続

税

法

�

条

は

、

「

相

続

、

遺

贈

又

は

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

財

産

の

価

額

は

、

当

該

財

産

の

取

得

の

時

に

お

け

る

時

価

に

よ

」

る

と

定

め

て

い

る

。

そ

し

て

、

評

価

通

達

１

⑵

は

、

時

価

の

意

義

に

つ

き

、

「

時

価

と

は

、

課

税

時

期

（

相

続

、

遺

贈

若

し

く

は

贈

与

に

よ

り

財

産

を

取

得

し

た

日

＜

略

＞

）

に

お

い

て

、

そ

れ

ぞ

れ

の

財

産

の

現

況

に

応

じ

、

不

特

定

多

数

の

当

事

者

間

で

自

由

な

取

引

が

行

わ

れ

る

場

合

に

通

常

成

立

す

る

と

認

め

ら

れ

る

価

額

を

い

い

、

そ

の

価

額

は

、

こ

の

通

達

の

定

め

に

よ

っ

て

評

価

し

た

価

額

に

よ

る

。

」

と

定

め

て

い

る

。

ま

た

、

評

価

通

達

１

⑶

は

、

「

財

産

の

評

価

に

当

た

っ

て

は

、

そ

の

財

産

の

価

額

に

影

響

を

及

ぼ

す

べ

き

す

べ

て

の

事

情

を

考

慮

す

る

。

」

と

定

め

て

い

る

。

　

こ

れ

ら

の

規

定

の

う

ち

、

相

続

税

法

�

条

に

い

う

「

当

該

財

産

の

取

得

の

時

」

及

び

評

価

通

達

１

⑵

に

い

う

「

課

税

時

期

（

相

続

、

遺

贈

若

し

く

は

贈

与

に

よ

り

財

産

を

取

得

し

た

日

」

は

、

い

ず

れ

も

、

国

税

通

則

法

�

条

２

項

が

定

め

る

「

納

税

義

務

の

成

立

の

と

き

」

で

あ

る

。

そ

し

て

、

こ

の

よ

う

に

成

立

し

た

納

税

義

務

は

原

則

と

し

て

、

贈

与

税

又

は

相

続

税

の

そ

れ

ぞ

れ

の

法

定

申

告

期

限

内

に

申

告

書

を

提

出

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

納

付

税

額

が

確

定

す

る

。

そ

の

こ

と

は

、

前

回

述

べ

た

所

得

税

や

法

人

税

と

同

じ

で

あ

る

。

　

問

題

は

、

「

納

税

義

務

の

成

立

の

時

」

（

課

税

時

期

）

後

の

後

発

事

由

に

つ

い

て

、

財

産

評

価

の

場

合

も

、

前

回

述

べ

た

所

得

税

や

法

人

税

の

よ

う

に

後

発

事

由

に

つ

い

て

弾

力

的

に

解

さ

れ

る

か

で

あ

る

。

こ

の

点

、

前

述

の

よ

う

に

、

評

価

通

達

１

⑶

が

、

「

そ

の

財

産

の

価

額

に

影

響

を

及

ぼ

す

べ

き

す

べ

て

の

事

情

を

考

慮

す

る

。

」

と

定

め

て

い

る

わ

け

で

あ

る

か

ら

、

一

層

弾

力

的

に

取

り

扱

わ

れ

て

も

よ

さ

そ

う

な

も

の

で

あ

る

。

と

こ

ろ

が

、

現

実

の

評

価

実

務

や

争

訟

段

階

に

お

い

て

は

、

後

発

事

由

は

極

め

て

硬

直

的

に

考

え

ら

れ

て

い

る

。

　

例

え

ば

、

東

京

地

裁

令

和

５

年

８

月

�

日

判

決

の

事

案

で

は

、

会

社

の

オ

ー

ナ

ー

が

そ

の

会

社

に

６

０

３

６

万

円

を

貸

付

け

た

ま

ま

死

亡

し

た

場

合

に

、

相

続

人

ら

が

、

そ

の

会

社

の

業

績

が

良

く

な

く

、

相

続

税

の

法

定

申

告

期

限

内

に

そ

の

会

社

を

清

算

し

て

１

４

０

５

万

円

し

か

回

収

で

き

な

か

っ

た

の

で

、

そ

の

貸

付

金

の

時

価

を

１

４

０

５

万

円

と

評

価

し

て

申

告

し

た

と

こ

ろ

、

評

価

通

達

ど

お

り

６

０

３

６

万

円

と

す

る

課

税

処

分

が

行

わ

れ

、

そ

の

適

否

に

つ

き

、

評

価

通

達

２

０

４

及

び

２

０

５

の

合

理

性

の

み

を

強

調

し

て

、

そ

の

課

税

処

分

を

適

法

と

認

め

て

い

る

。

　

会

社

の

オ

ー

ナ

ー

が

そ

の

会

社

に

資

金

を

貸

す

と

き

は

、

通

常

、

そ

の

会

社

の

経

営

が

行

き

詰

っ

た

場

合

が

多

い

の

で

、

そ

の

オ

ー

ナ

ー

の

死

亡

後

そ

の

会

社

を

清

算

す

る

場

合

が

多

い

が

、

そ

の

清

算

に

よ

っ

て

回

収

し

た

金

額

こ

そ

課

税

時

期

の

「

時

価

」

と

考

え

る

こ

と

が

で

き

る

。

し

か

し

、

こ

の

よ

う

な

場

合

に

、

清

算

と

い

う

後

発

事

由

は

ほ

と

ん

ど

考

慮

さ

れ

る

こ

と

が

な

い

の

が

現

実

で

あ

る

。

　

ま

た

、

令

和

８

年

４

月

�

日

裁

決

（

未

公

表

）

の

事

案

で

は

、

会

社

の

オ

ー

ナ

ー

で

あ

っ

た

者

が

死

亡

し

た

場

合

に

、

相

続

人

ら

が

、

そ

の

会

社

の

株

式

（

取

引

相

場

の

な

い

株

式

）

の

価

額

を

評

価

通

達

の

定

め

に

よ

っ

て

６

７

０

億

円

と

評

価

し

て

相

続

税

の

申

告

を

し

た

も

の

の

、

法

定

申

告

期

限

内

に

そ

の

株

式

が

第

三

者

に

対

し

６

１

０

億

円

で

し

か

売

れ

な

か

っ

た

の

で

、

そ

の

金

額

で

更

正

の

請

求

を

し

た

も

の

の

、

結

局

、

そ

の

更

正

の

請

求

は

認

め

ら

れ

る

こ

と

は

な

か

っ

た

。

　

こ

の

裁

決

の

主

な

理

由

は

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

価

額

に

つ

い

て

の

評

価

通

達

の

取

扱

い

に

は

合

理

性

が

あ

る

こ

と

、

更

正

の

請

求

に

つ

い

て

は

当

初

の

申

告

に

誤

り

が

あ

る

こ

と

に

つ

い

て

納

税

者

側

に

立

証

責

任

が

あ

る

こ

と

、

第

三

者

に

売

却

し

た

代

金

に

つ

い

て

納

税

の

た

め

に

売

り

急

い

だ

と

い

う

動

機

が

あ

る

の

で

課

税

時

期

の

「

時

価

」

と

は

言

え

な

い

こ

と

等

で

あ

っ

た

。

　

こ

れ

ら

の

理

由

に

つ

い

て

は

、

そ

れ

ぞ

れ

反

論

で

き

る

と

こ

ろ

で

は

あ

る

が

、

後

発

事

由

と

の

関

係

で

は

３

番

目

の

理

由

が

問

題

と

な

る

。

そ

も

そ

も

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

に

つ

い

て

は

、

市

場

価

格

が

あ

る

わ

け

で

も

な

い

が

、

か

と

い

っ

て

評

価

通

達

の

取

扱

い

が

常

に

正

し

い

と

は

限

ら

な

い

。

現

に

、

国

も

、

評

価

通

達

の

評

価

額

で

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

物

納

に

応

じ

よ

う

と

し

て

い

な

い

。

し

て

み

る

と

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

時

価

に

つ

い

て

は

、

納

税

の

た

め

に

売

り

急

が

ざ

る

を

得

な

い

価

値

に

つ

い

て

も

勘

案

さ

れ

て

し

か

る

べ

き

で

あ

る

。

そ

し

て

、

そ

の

「

時

価

」

が

第

三

者

に

売

却

と

い

う

後

発

事

由

に

よ

っ

て

明

ら

か

に

さ

れ

た

と

考

え

る

こ

と

が

で

き

る

は

ず

で

あ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

国

税

庁

で

は

、

チ

ャ

ッ

ト

ボ

ッ

ト

や

タ

ッ

ク

ス

ア

ン

サ

ー

、

電

話

相

談

セ

ン

タ

ー

に

よ

る

解

決

が

困

難

な

相

談

や

、

納

付

に

関

す

る

相

談

に

つ

い

て

は

、

税

務

署

に

お

い

て

面

接

相

談

を

受

け

付

け

て

い

る

。

一

方

で

、

税

務

署

で

面

接

相

談

を

受

け

る

に

は

、

事

前

に

相

談

日

時

等

を

予

約

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

本

書

は

、

税

務

署

へ

相

談

す

る

前

に

、

何

を

ど

の

よ

う

に

聞

け

ば

よ

い

の

か

、

そ

の

質

問

の

ポ

イ

ン

ト

が

分

か

る

よ

う

に

構

成

。

各

項

目

で

は

、

国

税

Ｏ

Ｂ

（

桜

友

会

会

員

）

が

、

分

か

り

や

す

く

、

納

税

者

目

線

で

解

説

。

　

Ｑ

＆

Ａ

に

は

、

「

納

税

者

が

死

亡

し

た

場

合

の

確

定

申

告

は

？

」

「

マ

イ

ホ

ー

ム

を

譲

渡

し

た

と

き

は

？

」

「

事

業

用

又

は

居

住

用

の

小

規

模

宅

地

の

特

例

と

は

？

」

「

マ

ン

シ

ョ

ン

の

評

価

方

法

は

？

」

「

短

期

前

払

費

用

と

し

て

損

金

算

入

で

き

る

場

合

は

？

」

「

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

税

額

の

計

算

の

し

か

た

は

？

」

「

免

税

事

業

者

等

か

ら

の

仕

入

税

額

の

一

定

割

合

を

控

除

で

き

る

経

過

措

置

と

は

？

」

な

ど

を

盛

り

込

む

。

　

税

務

署

へ

相

談

す

る

前

に

確

認

を

す

る

、

あ

る

い

は

、

ク

ラ

イ

ア

ン

ト

へ

の

説

明

用

と

し

て

も

重

宝

さ

れ

る

一

冊

。

　

Ｂ

５

判

、

２

４

４

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

９

７

０

円

（

税

込

み

）

。

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

再

調

査

審

理

庁

が

再

調

査

決

定

書

の

謄

本

を

税

務

代

理

人

で

は

な

く

請

求

人

本

人

の

住

所

に

、

特

定

記

録

郵

便

で

送

達

し

た

こ

と

は

適

法

で

、

不

服

申

立

期

間

が

経

過

し

た

こ

と

に

国

税

通

則

法

第

�

条

第

２

項

の

「

正

当

な

理

由

」

は

な

い

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

、

災

害

に

よ

る

申

告

等

の

期

限

延

長

申

請

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

当

該

申

請

の

却

下

処

分

を

し

た

こ

と

か

ら

、

請

求

人

が

そ

れ

を

不

服

と

し

て

再

調

査

の

請

求

を

し

た

。

請

求

人

は

、

再

調

査

決

定

を

経

た

後

の

原

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

、

審

査

請

求

を

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

国

税

不

服

審

判

所

は

、

請

求

人

の

審

査

請

求

は

、

再

調

査

決

定

に

係

る

決

定

書

の

謄

本

の

送

達

が

あ

っ

た

日

の

翌

日

か

ら

起

算

し

て

１

カ

月

以

内

に

さ

れ

た

も

の

と

は

認

め

ら

れ

ず

、

不

服

申

立

期

間

の

経

過

後

に

さ

れ

た

不

適

法

な

も

の

で

あ

る

と

し

て

却

下

し

た

（

令

和

８

年

２

月

３

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

関

係

法

令

　

⑴

通

則

法

第

�

条

《

不

服

申

立

期

間

》

第

２

項

は

、

審

査

請

求

は

、

通

則

法

第

�

条

《

決

定

の

手

続

等

》

第

�

項

の

規

定

に

よ

る

再

調

査

決

定

書

の

謄

本

の

送

達

が

あ

っ

た

日

の

翌

日

か

ら

起

算

し

て

１

月

を

経

過

し

た

と

き

は

、

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

旨

規

定

し

、

そ

の

た

だ

し

書

で

、

正

当

な

理

由

が

あ

る

と

き

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

旨

規

定

し

て

い

る

。

　

⑵

通

則

法

第

�

条

第

�

項

は

、

再

調

査

の

請

求

に

つ

い

て

の

決

定

は

、

再

調

査

の

請

求

人

に

再

調

査

決

定

書

の

謄

本

が

送

達

さ

れ

た

時

に

、

そ

の

効

力

を

生

ず

る

旨

規

定

し

て

い

る

。

事

案

の

概

要

　

被

相

続

人

は

令

和

３

年

�

月

〇

日

に

死

亡

し

、

そ

の

相

続

が

開

始

し

た

。

請

求

人

は

、

被

相

続

人

の

妹

で

あ

り

、

唯

一

の

法

定

相

続

人

で

あ

る

。

　

請

求

人

は

、

５

年

�

月

６

日

、

原

処

分

庁

に

対

し

相

続

税

の

申

告

書

を

提

出

し

、

新

型

コ

ロ

ナ

ウ

イ

ル

ス

の

影

響

な

ど

に

よ

り

申

告

及

び

納

付

の

期

限

を

延

長

し

た

い

旨

記

載

「

災

害

に

よ

る

申

告

、

納

付

等

の

期

限

延

長

申

請

書

」

を

提

出

し

た

。

な

お

、

申

告

書

と

申

請

書

に

は

、

請

求

人

の

住

所

（

本

件

住

所

）

が

記

載

さ

れ

て

い

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

期

限

延

長

申

請

に

対

し

、

６

年

６

月

�

日

付

で

そ

の

申

請

を

却

下

処

分

を

し

た

。

原

処

分

庁

は

同

日

、

却

下

処

分

の

通

知

書

を

、

簡

易

書

留

郵

便

に

よ

り

本

件

住

所

に

発

送

し

た

と

こ

ろ

、

請

求

人

は

、

同

年

７

月

４

日

、

通

知

書

を

Ｅ

郵

便

局

の

窓

口

で

受

け

取

っ

た

。

　

請

求

人

は

、

同

年

９

月

�

日

、

却

下

処

分

を

不

服

と

し

て

再

調

査

の

請

求

を

し

た

。

　

ま

た

、

請

求

人

は

、

同

年

�

月

�

日

、

再

調

査

審

理

庁

に

対

し

、

Ｆ

弁

護

士

（

本

件

代

理

人

）

を

受

任

者

と

し

て

税

務

代

理

を

委

任

す

る

旨

の

税

務

代

理

権

限

証

書

を

提

出

し

た

。

税

務

代

理

権

限

証

書

の

「

税

務

代

理

の

対

象

と

な

る

書

類

の

受

領

に

関

す

る

事

項

」

欄

に

は

、

「

再

調

査

請

求

に

か

か

る

一

切

の

書

類

」

と

記

載

さ

れ

て

い

た

。

な

お

、

再

調

査

請

求

に

係

る

再

調

査

の

請

求

書

及

び

税

務

代

理

権

限

証

書

に

記

載

さ

れ

た

請

求

人

の

住

所

は

、

い

ず

れ

も

本

件

住

所

だ

っ

た

。

　

再

調

査

審

理

庁

は

、

再

調

査

請

求

に

対

し

、

７

年

２

月

５

日

付

で

、

再

調

査

請

求

を

棄

却

す

る

旨

の

再

調

査

決

定

を

し

、

同

月

６

日

、

再

調

査

決

定

に

係

る

決

定

書

の

謄

本

（

本

件

謄

本

）

を

、

特

定

記

録

郵

便

に

よ

り

本

件

住

所

に

発

送

し

た

。

な

お

、

特

定

記

録

郵

便

と

は

、

「

差

し

出

し

た

記

録

」

と

「

追

跡

」

を

残

せ

る

日

本

郵

便

の

郵

便

サ

ー

ビ

ス

で

、

受

取

人

の

郵

便

受

箱

に

配

達

さ

れ

る

（

対

面

受

取

や

受

領

印

・

署

名

は

不

要

）

。

　

本

件

謄

本

に

係

る

郵

便

物

の

配

達

状

況

に

つ

い

て

、

日

本

郵

便

の

ウ

ェ

ブ

サ

イ

ト

で

は

、

７

年

２

月

６

日

午

後

６

時

�

分

に

Ｇ

郵

便

局

が

引

受

け

、

７

日

午

前

５

時

６

分

に

Ｅ

郵

便

局

に

到

着

し

、

同

日

午

前

�

時

�

分

に

「

お

届

け

先

に

お

届

け

済

み

」

と

し

て

本

件

住

所

に

配

達

が

完

了

し

た

と

さ

れ

て

い

る

。

　

請

求

人

は

、

再

調

査

決

定

を

経

た

後

の

原

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

、

７

年

３

月

�

日

に

審

査

請

求

を

し

た

。

な

お

、

審

査

請

求

に

係

る

審

査

請

求

書

に

は

、

請

求

人

が

本

件

謄

本

の

送

達

を

受

け

た

年

月

日

が

７

年

２

月

８

日

で

あ

る

と

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

争

点

は

、

本

件

審

査

請

求

は

、

本

件

謄

本

の

送

達

が

あ

っ

た

日

の

翌

日

か

ら

起

算

し

て

１

カ

月

以

内

に

さ

れ

た

も

の

で

あ

る

か

否

か

、

お

よ

び

請

求

人

が

不

服

申

立

期

間

内

に

審

査

請

求

を

し

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

い

て

、

通

則

法

第

�

条

第

２

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

「

正

当

な

理

由

」

が

あ

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

再

調

査

審

理

庁

が

、

①

税

務

代

理

権

限

証

書

に

一

切

の

書

類

を

本

件

代

理

人

が

受

領

す

る

旨

記

載

さ

れ

て

い

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

再

調

査

決

定

書

の

本

件

謄

本

を

請

求

人

本

人

に

送

達

し

た

こ

と

、

②

本

件

謄

本

の

送

達

先

を

本

件

代

理

人

に

確

認

す

る

義

務

が

あ

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

こ

れ

を

怠

っ

た

こ

と

、

③

特

定

記

録

郵

便

で

本

件

謄

本

を

送

達

し

た

こ

と

か

ら

、

本

件

謄

本

の

送

達

は

違

法

で

あ

り

無

効

で

あ

る

。

審

判

所

の

判

断

　

①

再

調

査

の

請

求

人

が

書

類

の

受

領

の

代

理

権

限

を

代

理

人

に

付

与

し

た

と

し

て

も

、

再

調

査

の

請

求

人

は

、

本

件

謄

本

を

受

領

す

る

権

限

を

失

わ

な

い

と

い

う

べ

き

で

あ

り

、

②

再

調

査

審

理

庁

に

お

い

て

、

代

理

人

に

送

達

先

を

確

認

す

る

義

務

が

あ

る

と

解

す

べ

き

法

令

等

の

規

定

は

な

く

、

③

郵

便

に

よ

る

送

達

に

つ

い

て

は

通

常

の

取

扱

い

に

よ

る

郵

便

も

許

容

さ

れ

て

お

り

、

い

か

な

る

取

扱

い

の

郵

便

物

と

し

て

な

さ

れ

た

か

に

よ

っ

て

送

達

の

効

力

が

左

右

さ

れ

る

こ

と

は

な

い

か

ら

、

本

件

謄

本

の

送

達

は

適

法

で

あ

る

。

　

ま

た

、

請

求

人

は

前

記

事

情

に

加

え

、

本

件

謄

本

の

現

実

の

受

領

日

を

「

送

達

が

あ

っ

た

日

」

と

考

え

て

い

た

こ

と

か

ら

、

国

税

通

則

法

第

�

条

第

２

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

「

正

当

な

理

由

」

が

あ

る

旨

主

張

す

る

。

し

か

し

、

請

求

人

が

本

件

謄

本

を

確

認

し

て

か

ら

不

服

申

立

期

間

が

経

過

す

る

ま

で

に

は

十

分

な

時

間

的

余

裕

が

あ

り

、

本

件

謄

本

が

届

い

た

日

の

把

握

も

容

易

で

あ

っ

た

こ

と

を

踏

ま

え

る

と

、

「

正

当

な

理

由

」

が

あ

る

と

い

う

こ

と

は

で

き

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

な

ん

だ

か

次

は

、

わ

た

し

の

番

か

し

ら

？

」

　

神

奈

川

の

税

務

署

で

副

署

長

を

務

め

る

ま

さ

き

正

木

は

、

そ

う

言

う

と

微

笑

み

な

が

ら

、

宴

席

に

い

る

８

名

の

顔

を

見

回

し

た

。

す

ぎ

え

り

ょ

う

ぞ

う

　

７

月

退

職

を

む

か

え

る

杉

江

良

蔵

の

た

め

に

、

か

つ

て

同

じ

税

務

署

で

働

い

た

者

た

ち

が

、

土

曜

の

休

日

、

慰

労

会

を

催

し

て

い

る

。

　

正

午

に

ス

タ

ー

ト

し

た

会

合

で

は

、

杉

江

か

わ

か

み

や

、

杉

江

の

１

期

後

輩

の

川

上

が

、

思

い

出

深

い

調

査

の

話

を

披

露

し

た

の

で

あ

っ

た

。

「

い

い

で

す

ね

、

正

木

先

輩

の

体

験

談

、

ぜ

ひ

と

も

お

聞

き

し

た

い

で

す

」

き

し

　

一

番

若

い

岸

が

、

元

気

に

反

応

し

た

。

　

正

木

は

、

川

上

の

７

期

後

輩

。

退

職

ま

で

の

残

り

の

年

数

を

考

え

れ

ば

、

女

性

職

員

の

み

な

ら

ず

、

同

期

の

中

で

も

出

世

街

道

の

ト

ッ

プ

を

走

っ

て

い

る

と

言

っ

て

よ

い

。

　

だ

が

、

正

木

に

は

偉

ぶ

っ

た

と

こ

ろ

は

一

切

な

く

、

誰

に

対

し

て

も

気

さ

く

に

接

す

る

。

そ

う

し

た

人

柄

が

先

輩

ば

か

り

か

後

輩

ま

で

ひ

を

も

惹

き

つ

け

る

。

「

そ

う

だ

ね

、

私

も

ぜ

ひ

聞

き

た

い

よ

」

　

杉

江

が

続

け

る

。

「

正

木

さ

ん

は

女

性

だ

か

ら

、

大

変

な

思

い

も

し

た

こ

と

だ

ろ

う

ね

。

　

１

９

９

０

年

に

私

は

国

税

専

門

官

と

し

て

採

用

さ

れ

、

同

期

は

全

国

で

８

０

０

名

ほ

ど

だ

っ

た

。

採

用

後

、

最

初

に

受

け

た

研

修

は

、

当

時

、

船

橋

に

あ

っ

た

税

務

大

学

校

で

行

わ

れ

た

。

研

修

の

班

は

�

名

で

構

成

さ

れ

て

い

た

が

、

女

性

は

わ

ず

か

３

名

。

つ

ま

り

、

女

性

の

割

合

は

１

割

程

度

だ

っ

た

ん

だ

よ

」

　

杉

江

の

話

を

受

け

、

川

上

が

続

け

る

。

「

そ

の

頃

で

あ

れ

ば

、

国

税

専

門

官

の

女

性

採

用

が

開

始

さ

れ

�

年

は

経

っ

て

い

た

は

ず

で

す

が

、

そ

れ

で

も

そ

の

程

度

で

し

た

ね

。

　

私

が

特

に

印

象

深

か

っ

た

の

は

、

税

務

大

学

校

の

研

修

を

終

え

、

税

務

署

に

初

め

て

着

任

し

た

日

の

こ

と

で

す

。

男

性

職

員

が

圧

倒

的

に

多

い

と

の

印

象

を

強

く

受

け

ま

し

た

。

　

当

時

の

法

人

部

門

に

は

、

内

部

事

務

を

行

う

一

部

門

に

半

数

程

度

女

性

職

員

が

い

た

も

の

の

、

調

査

を

担

当

す

る

部

門

と

な

る

と

、

男

性

ば

か

り

。

６

人

程

度

の

部

門

に

、

女

性

が

い

る

こ

と

の

方

が

む

し

ろ

珍

し

か

っ

た

で

す

か

ら

」

川

上

は

し

み

じ

み

と

語

っ

た

。

「

と

い

う

こ

と

は

―

―

」

真

顔

の

岸

が

、

「

さ

ぞ

や

ご

苦

労

話

も

お

あ

り

で

は

」

「

そ

う

か

し

ら

…

…

」

　

小

首

を

傾

げ

、

正

木

は

と

ぼ

け

て

見

せ

た

。

　

正

木

が

国

税

専

門

官

と

し

て

採

用

さ

れ

た

頃

の

状

況

は

、

杉

江

や

川

上

の

頃

と

さ

ほ

ど

か

わ

ら

な

い

。

　

国

税

庁

に

お

け

る

女

性

採

用

割

合

は

年

々

増

加

し

て

い

る

が

、

５

万

６

千

人

の

組

織

全

体

で

み

た

女

性

割

合

が

�

％

程

度

に

な

る

の

は

、

平

成

�

（

２

０

１

５

）

年

度

以

降

で

あ

る

（

国

税

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

「

国

税

庁

�

年

史

」

）

。

つ

ま

り

、

今

か

ら

わ

ず

か

�

年

ほ

ど

前

の

こ

と

な

の

だ

。

　

他

業

種

な

ど

と

比

較

す

れ

ば

、

な

お

も

そ

の

割

合

は

低

い

と

言

え

る

だ

ろ

う

。

　

こ

と

調

査

部

門

に

目

を

転

じ

れ

ば

、

依

然

と

し

て

女

性

職

員

の

割

合

は

低

い

。

　

税

務

調

査

で

は

、

会

社

の

社

長

や

事

業

主

と

丁

々

発

止

の

や

り

取

り

を

繰

り

広

げ

る

こ

と

も

避

け

ら

れ

な

い

。

そ

う

し

た

仕

事

の

厳

し

さ

も

あ

っ

て

か

、

か

つ

て

は

男

性

中

心

の

職

場

で

あ

っ

た

の

も

事

実

で

あ

る

。

　

そ

ん

な

世

界

に

正

木

は

み

ず

か

ら

飛

び

込

み

、

こ

れ

ま

で

様

々

な

調

査

案

件

を

こ

な

し

て

き

た

。

正

木

の

言

外

に

込

め

ら

れ

た

も

の

は

、

奥

が

深

か

っ

た

。

「

こ

れ

か

ら

お

話

す

る

の

は

、

ち

ょ

う

ど

私

が

女

の

本

厄

�

歳

の

と

き

に

手

掛

け

た

案

件

な

の

。

だ

か

ら

う

ん

十

年

前

ね

」

　

声

を

出

さ

す

た

だ

破

顔

し

て

見

せ

た

。

「

業

種

は

、

な

ん

で

す

か

？

」

「

岸

君

が

好

き

な

〝

ピ

ン

ク

〟

よ

」

「

い

き

な

り

ピ

ン

ク

で

す

か

!?

」

　

ピ

ン

ク

と

は

、

水

商

売

の

隠

語

で

あ

る

。

　

税

務

署

内

で

長

く

用

い

ら

れ

て

い

る

管

理

帳

票

、

通

称

「

税

歴

」

は

、

紙

挟

み

形

式

の

も

の

で

、

そ

の

縁

取

り

は

業

種

ご

と

に

色

分

け

さ

れ

て

い

る

。

「

水

商

売

」

は

ま

さ

に

ピ

ン

ク

に

塗

ら

れ

て

お

り

、

そ

う

呼

ば

れ

て

い

る

１

つ

の

ゆ

え

ん

で

も

あ

る

。

「

ひ

ょ

っ

と

し

て

、

あ

の

渋

谷

の

事

案

で

す

か

？

」

き

ょ

う

の

集

ま

り

に

参

加

し

、

こ

れ

ま

で

ず

っ

と

黙

っ

て

い

た

国

税

局

資

料

調

査

第

く

ろ

す

二

課

で

総

務

課

長

補

佐

の

黒

須

が

発

し

た

。

「

そ

う

よ

、

黒

須

君

と

一

緒

に

行

っ

た

例

の

事

案

」

　

黒

須

は

大

き

く

頷

く

と

、

「

正

木

さ

ん

が

初

チ

ー

フ

を

務

め

た

事

案

で

す

ね

。

た

し

か

に

、

い

ろ

ん

な

意

味

で

刺

激

フ

ル

な

事

案

で

し

た

」

眉

根

を

寄

せ

た

。

　名古屋国税局管内で令和７年度のふるさと納税の寄

附受入額が最も多かったのは名古屋市。約１７４億円で

全国５位、県庁所在地の都市の中では、全国１位だっ

た（２位は約１４３億円の宮崎市）。３年度のまでは上

位�位圏外だったが、４年度が�位、５年度と６年度

が７位と年々順位を上げ、７年度はトップ５にまで食

い込んだ。

　同市はふるさと納税による税収の流出額（住民税控

除額）でも全国上位に入る。７年度の税収流出額は横

浜市に次ぐ全国２位の約２１５億円に上った。かつて、

大都市のほとんどがふるさと納税による寄附金集めに

消極的だったが、ふるさと納税の普及により、税収の

流出が看過できないレベルとなったことで、大都市の

中にも返礼品を充実させるところが増えた。その代表

格となる。

　同市の返礼品の中で、人気が高いのが市内に本社を

置く有名ブランドの健康・美容家電。ヘアドライヤー、

ヘアアイロン、シャワーヘッド、シェイバー、マッサー

ジ器などがそろう。

　同じく市内に本社を置く鋳物調理器メーカーの各種

調理器具も人気。また、手羽先唐揚げや味噌かつ、味

噌煮込みうどんなど「なごやめし」の評価も近年高ま

っている。

　同市を中心とする愛知県では、今年、アジア・アジ

アパラ競技大会が開催された。同市の寄附金モデルメ

ニューの一つにあった同大会事業への活用を希望する

と、返礼品として大会の公式ライセンスグッズや観戦

チケットを受け取ることができた。

　らしさがあふれる活用先としては、名古屋城天守閣

寄附金（金シャチ募金）がある。名古屋城天守閣の復

元では、城跡の本質的な価値の理解を促進するため、

現代に残された豊富な資料に基づく、史実に忠実な木

造復元を目指している。

　金シャチ募金への寄附には、段階に応じた返礼品が

あり、寄附金額が１万５０００円から５万円で１年間有効

の名古屋城の年間無料入場券がもらえ、これが�万円

になると２年間有効、�万円になると�年間有効、１００

万円になると�年間有効にまで延びる。このほか、５

万円以上の寄附者は、石碑（設置場所未定）に氏名が

刻まれる予定になっている。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　仙台国税局（河口健児局長）は�月�日、本年、山

形県の清酒が、都道府県単位として全国初の地理的

表示（ＧＩ）「山形」の指定を受けて�年を迎えるこ

とから、「ＧＩ山形清酒�周年記念イベント」を開

催した＝写真。

　当日は、酒類販売

業者や料飲業者のほ

か一般応募による参

加者、約３７０人が来

場した。

　第１部では、県酒

造組合特別顧問の小

関敏彦氏による基調講演のほか、山形の蔵元と山形

酒伝道師によるトークイベントを実施した。ＧＩ山

形認定までの歩みや山形の日本酒の魅力、今後の展

望について語られ、参加者は熱心に耳を傾けていた。

　第２部では、県内の�蔵の銘柄のほか、県と県酒

造組合が開発したオリジナルブランド「山形讃香」

の試飲ができる交流会が開催され、参加者は、山形

清酒のレベルの高さと蔵の個性を楽しみながら蔵元

との交流を深めた。

　会場は終始にぎわいをみせ、ＧＩ山形清酒の�周

年という節目を祝うとともに、その魅力を改めて体

感する機会となった。

　

滋

賀

・

近

江

八

幡

納

税

協

会

（

二

橋

省

之

会

長

）

お

よ

び

近

江

八

幡

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

尾

賀

康

裕

会

長

）

共

催

に

よ

る

「

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

推

進

宣

言

式

」

が

こ

の

ほ

ど

開

催

さ

れ

、

大

阪

国

税

局

の

段

林

雅

也

徴

収

部

長

が

来

賓

と

し

て

出

席

し

た

＝

写

真

。

　

宣

言

式

で

は

、

同

納

税

協

会

の

梅

次

昌

光

個

人

・

納

税

部

会

長

が

「

地

域

一

体

と

な

っ

て

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

拡

大

を

進

め

、

納

税

者

の

利

便

性

向

上

と

地

域

経

済

の

生

産

性

向

上

に

貢

献

し

続

け

る

こ

と

を

こ

こ

に

宣

言

し

ま

す

」

と

力

強

く

宣

言

文

を

読

み

上

げ

た

。

　

さ

ら

に

、

商

工

会

議

所

や

金

融

機

関

な

ど

の

共

同

宣

言

者

が

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

推

進

や

Ｄ

Ｘ

推

進

に

つ

い

て

意

気

込

み

を

述

べ

る

な

ど

、

気

運

の

高

ま

り

を

感

じ

ら

れ

る

イ

ベ

ン

ト

と

な

っ

た

。

　

愛

媛

県

法

人

会

連

合

会

青

年

部

会

宇

摩

大

会

（

愛

媛

県

伊

予

三

島

税

務

署

管

内

）

が

こ

の

ほ

ど

、

四

国

中

央

市

の

土

居

町

文

化

会

館

で

開

催

さ

れ

、

県

内

各

地

の

青

年

部

会

会

員

約

�

人

が

参

加

し

た

＝

写

真

。

　

本

大

会

は

、

同

連

合

会

青

年

部

会

の

各

単

位

会

が

毎

年

持

ち

回

り

で

開

催

し

て

お

り

、

連

絡

協

議

会

や

交

流

事

業

を

通

じ

て

会

員

相

互

の

連

携

強

化

と

親

睦

を

図

る

こ

と

を

目

的

と

し

て

い

る

。

　

当

日

は

宇

摩

青

年

部

会

（

森

高

大

輔

部

会

長

）

が

企

画

し

た

体

験

型

謎

解

き

脱

出

ゲ

ー

ム

が

行

わ

れ

、

単

位

会

の

垣

根

を

越

え

て

協

力

し

な

が

ら

親

交

を

深

め

た

。

ま

た

、

交

流

会

で

は

土

居

町

名

産

の

芋

炊

き

を

囲

み

、

余

興

も

行

わ

れ

、

会

場

は

終

始

和

や

か

な

雰

囲

気

に

包

ま

れ

た

。

参

加

者

は

親

睦

を

深

め

る

と

と

も

に

、

今

後

の

青

年

部

会

活

動

へ

の

意

識

を

高

め

る

有

意

義

な

大

会

と

な

っ

た

。

　

一

般

社

団

法

人

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

（

伊

藤

升

吾

会

長

）

と

北

部

九

州

青

色

申

告

会

連

合

会

（

梅

原

祐

治

会

長

）

主

催

の

第

�

回

（

令

和

８

年

度

）

青

色

申

告

会

北

部

九

州

ブ

ロ

ッ

ク

大

会

が

�

月

２

日

、

長

崎

市

の

サ

ン

プ

リ

エ

ー

ル

長

崎

で

開

催

さ

れ

た

。

　

全

青

色

の

役

員

や

北

部

九

州

３

県

内

の

各

青

申

会

の

役

職

員

、

来

賓

と

し

て

福

岡

国

税

局

の

藤

山

智

博

局

長

ら

幹

部

、

友

諠

団

体

の

代

表

、

長

崎

県

・

市

の

関

係

者

な

ど

が

出

席

し

た

。

　

第

１

部

で

は

、

坂

本

博

文

長

崎

県

青

申

連

会

長

の

開

催

地

県

連

あ

い

さ

つ

＝

写

真

＝

に

続

き

、

藤

山

局

長

が

「

税

務

行

政

の

現

状

と

課

題

」

と

題

し

て

記

念

講

演

を

行

っ

た

。

次

い

で

、

大

村

青

申

会

の

平

野

旅

人

会

長

と

長

崎

青

申

会

の

江

下

素

子

女

性

部

長

が

そ

れ

ぞ

れ

大

会

宣

言

と

令

和

９

年

度

税

制

改

正

要

望

に

関

す

る

決

議

を

読

み

上

げ

採

択

し

た

。

　

第

２

部

で

は

、

伊

藤

全

青

色

会

長

の

主

催

者

あ

い

さ

つ

な

ど

の

後

、

綿

貫

豊

全

青

色

専

務

理

事

が

「

時

代

の

流

れ

に

沿

っ

た

青

色

申

告

運

動

を

推

進

し

よ

う

」

の

テ

ー

マ

で

中

央

情

勢

に

つ

い

て

報

告

し

た

。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

板

橋

青

色

申

告

会

（

大

戸

孝

宏

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

２

日

間

に

わ

た

り

板

橋

区

民

ま

つ

り

に

参

加

し

た

＝

写

真

。

　

同

会

で

は

、

毎

年

恒

例

と

な

っ

て

い

る

子

ど

も

向

け

税

金

ク

イ

ズ

を

行

い

、

次

代

を

担

う

子

ど

も

た

ち

が

、

租

税

の

意

義

や

役

割

を

正

し

く

理

解

し

、

納

税

、

そ

の

使

い

道

に

関

心

を

持

っ

て

も

ら

う

よ

う

、

公

益

事

業

と

し

て

、

区

民

へ

の

租

税

教

育

の

推

進

活

動

を

行

っ

た

。

参

加

し

た

親

子

は

、

ク

イ

ズ

に

熱

心

に

取

り

組

ん

で

い

た

。

　

当

日

は

、

板

橋

税

務

署

の

幹

部

を

は

じ

め

、

関

連

団

体

の

役

職

員

も

協

力

し

た

。

　

会

場

ブ

ー

ス

で

は

、

大

勢

の

区

民

が

立

ち

寄

り

、

青

色

申

告

の

特

典

や

、

記

帳

方

法

な

ど

、

興

味

深

く

質

問

す

る

姿

も

見

受

け

ら

れ

、

大

盛

況

の

う

ち

に

幕

を

閉

じ

た

。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

王

子

法

人

会

女

性

部

会

（

玉

嶋

和

代

部

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

北

区

の

北

と

ぴ

あ

で

第

�

回

「

税

に

関

す

る

絵

は

が

き

コ

ン

ク

ー

ル

」

の

審

査

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

審

査

員

と

し

て

、

王

子

税

務

署

の

大

溪

芳

彦

署

長

、

北

区

の

や

ま

だ

加

奈

子

区

長

、

東

京

都

北

都

税

事

務

所

の

中

満

正

志

所

長

ら

税

務

署

、

区

、

都

税

事

務

所

、

北

区

教

育

委

員

会

の

幹

部

が

出

席

し

た

。

　

管

内

の

小

学

４

～

６

年

生

か

ら

作

品

を

募

集

し

、

今

年

は

４

年

生

�

枚

、

５

年

生

２

３

０

枚

、

６

年

生

７

５

１

枚

の

合

計

９

９

１

枚

の

応

募

が

あ

っ

た

。

審

査

の

結

果

、

王

子

税

務

署

長

賞

、

北

区

長

賞

な

ど

各

賞

７

点

と

入

選

�

点

が

選

ば

れ

た

。

受

賞

者

に

は

�

月

�

日

開

催

の

納

税

表

彰

式

で

賞

状

が

授

与

さ

れ

る

。

　

金

沢

税

務

署

（

出

仙

秀

信

署

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

金

沢

法

人

会

青

年

部

会

主

催

の

「

Ｋ

Ａ

Ｎ

Ａ

Ｚ

Ａ

Ｗ

Ａ

Ｋ

Ｉ

Ｄ

’

Ｓ

Ｆ

Ｅ

Ｓ

２

０

２

６

」

に

参

加

し

、

昨

年

に

引

き

続

き

ブ

ー

ス

を

出

展

し

た

＝

写

真

。

　

税

務

署

ブ

ー

ス

で

は

、

「

う

ん

こ

税

金

ド

リ

ル

」

の

ゲ

ー

ム

コ

ン

テ

ン

ツ

体

験

コ

ー

ナ

ー

や

税

金

ク

イ

ズ

を

実

施

し

、

子

ど

も

た

ち

は

楽

し

み

な

が

ら

税

に

つ

い

て

学

ん

で

い

た

。

ブ

ー

ス

は

終

始

に

ぎ

わ

い

を

見

せ

、

マ

イ

ナ

ち

ゃ

ん

や

イ

ー

タ

君

も

応

援

に

駆

け

付

け

、

子

ど

も

た

ち

と

の

触

れ

合

い

を

通

じ

て

イ

ベ

ン

ト

を

盛

り

上

げ

た

。

　

キ

ッ

ズ

フ

ェ

ス

に

は

多

く

の

来

場

者

が

訪

れ

、

子

ど

も

た

ち

が

税

を

身

近

に

感

じ

、

そ

の

役

割

へ

の

理

解

を

深

め

る

有

意

義

な

時

間

と

な

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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